国内外における男女平等の情勢
（１） 男女平等政策の展開
①　国連は世界人権宣言に基づき、男女差別を撤廃するため1975年を「国際婦人年」と定め、1979年「女性に対するあらゆる形態の差別の撤廃」を採択、日本も国際婦人年10年計画の最終年（1985年）までに女性差別撤廃条約を批准することとし、国内法の整備を行いました。

　　1985年には「男女雇用機会均等法」が制定され、雇用における男女平等の一歩を踏み出しました。男女雇用機会均等法は、1997年、2006年改正に続き、職場実態における法に基づく施行状況の検証と、法の実効性を高めるため労働側がかねて主張していたように、三度目の見直し議論に入りましたが、2013年12月に施行規則の改正等が公布され、結果として省令・指針の見直しとどまりました。
　　改正省令・指針の主な内容は
○　間接差別の該当事項である転居を伴う転勤要件について、総合職限定であることを解除し、新たに昇進・職種の変更を加える、
○　婚姻を理由とする性差別の例示を拡大する、
○　セクシュアル・ハラスメントについて、同性間も含まれることや性別役割分担意識に基づく言動の防止、被害者保護の強化を指針に明記する、
○　コース別雇用管理をより適切なものとするための局長通達を指針に格上げする、などです。法改正に至らなかったことは重く受け止める必要はあるものの、これら省令・指針の改正は法の実効性を確保する上での前進であり、一定の評価ができます。男女雇用機会均等法を「男女雇用平等法」とし、実効性のある法律にすべく、連合に結集し引き続き取り組んでいく必要があります。
　　なお、改正施行規則、指針等は2014年7月より施行されています。
②　次世代育成支援対策推進法（2005年・以下次世代法）に基づく「特定（一般）事業主行動計画」、改正パートタイム労働法（2008年4月）が施行されるなど、男女平等参画社会を実現するうえでの雇用における法制度上の環境整備がはかられてきています。次世代育成支援対策推進法については2025年3月までの10年間延長されることとなり、「事業主行動計画」策定が義務づけられています。
一般事業主については、雇用環境の整備に関し適切な行動計画を策定し実施している旨の厚生労働大臣による認定を受けた事業主のうち、 特に次世代育成支援対策の実施の状況が優良なものについて、新たな認定（特例認定）制度が創設されています。「特定事業主行動計画」について指針では、①特に男性の育児休業取得をはじめとする子育てに関する諸制度の利用促進に係る取り組みを推進していくこと、②これまでの労働時間短縮対策をさらに進め、より一層の超過勤務の縮減、年次休暇 の取得促進等働き方の見直しに資する取り組みを推進していくこと、③改めて非常勤職員等が取り組みの対象であること、④育児休業を取得した職員の代替要員の確保、などを視点に加えることとしています。
計画策定にあたっては、労使の協議により行動計画の点検・評価を行い、新たな行動計画につなげていくことが必要です。
③　2007年12月政労使で「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」に調印し、2010年6月には政労使トップの交代を機に新たな合意が結ばれました。憲章では仕事と生活の調和が実現した社会の姿として
　　○　就労による経済的自立が可能な社会
　　○　健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会
　　○　多様な働き方・生き方が選択できる社会
　を掲げています。
④　男女共同参画社会基本法にもとづく「第3次男女共同参画基本計画」が2010年12月閣議決定されました。同計画ではめざすべき社会として
　　○　固定的性別役割分担意識をなくした男女平等の社会
　　○　男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が生きることのできる社会
　　○　男女が個性と能力を発揮することによる、多様性に富んだ活力ある社会
　　○　男女共同参画に関して国際的な評価を得られる社会
　を掲げ、2020年に指導的地位に女性が占める割合を少なくとも30％程度とする目標を示しています。
⑤　育児・介護休業法は、女子差別撤廃条約とＩＬＯ家族的責任に基づき、女性だけでなく男性にも適用される法律として、当初は「育児休業法」として、1991年に制定され翌1992年に施行されました。その後介護休業も法制化され「育児・介護休業法」となりました。2009年の改正では
　　○　子育て期間中の働き方の見直し
　　○　父親も子育てができる働き方の実現
　　○　仕事と介護の両立支援
　　○　実効性の確保
　が定められました。また2012年６月30日までは、常時100人以下の労働者を雇用する事業主について適用猶予される規定が一部ありましたが、現在ではすべての事業主に適用されています。法で定められている内容は、事業主に義務付けられている最低限のものであり、法を下回る場合は違法となります。

　　日本では依然として第一子出産後に離職する女性が6割に上り、男性の育休取得率も低迷しています。育児・介護休業法の内容をしっかりと確認し、男女とも育児・介護と仕事の両立を図れるように労使で取り組むことが必要です。

⑥　ドメスティック・バイオレンスや、セクシュアル・ハラスメントの対策は、法律・体制整備も進んできましたが、根絶には程遠い状況にあります。2012年１月には厚生労働省が職場における「パワー・ハラスメント」の定義を発表し、報告書を公開しました。パワー・ハラスメントの対象には、上司から部下への行為だけでなく、同僚間や部下から上司への行為も含むとし、パワー・ハラスメントに当たる具体的な行為を６つの類型に分けて提示しています。報告書では、「職場のいじめ・嫌がらせ」「パワー・ハラスメント」は労働者の尊厳や人格を侵害する許されないものであり、企業にとっての損失は想像するよりも大きい、としており、当事者である労使が対策に取り組むことが求められています。
⑦　2015年４月に本格実施が予定されている「子ども・子育て新制度」は、女性の社会参加や待機児童問題等を受けて、子育てについて保護者以外にも社会全体で協力・支援することを基本理念としています。すべての子どもの豊かな育ちと男女が協力しながら仕事と子育てを両立することができる社会の実現にむけ、子ども・子育て支援制度の着実な実施と検証および必要な見直しをしていくことが求められています。
　

（２） 男女平等の進捗状況
①　2014年10月に世界経済フォーラムにおいて発表された、「ジェンダーギャップ指数」（GGI）において日本は142カ国中104位でした（前年は136カ国中105位）。日本は特に政治分野及び経済分野における格差が大きいためこのような低い順位となっていると分析されています。日本の女性の国会議員の比率は衆議院9.5％、参議院16.1％で、世界の女性国会議員比率が20％を超えるなかで、依然として低水準となっています。女性取締役がいる企業の比率は16％、女性取締役の比率は1.4％（2009年CWDI・国際女性経営幹部協会リポート）でした。国際的にみても男女平等に課題の多い状態にあることが明らかになっています。
②　2012年10月に東京で開催されたIMF（国際通貨基金）・世界銀行年次総会が開催され、合わせて開催されたセミナーにおいて、日本銀行総裁とIMFの専務理事がともに「女性の労働力率を上げることが重要である。働く女性を増やせば、日本経済が良くなる」と発言しています。経済界においても女性の活躍が期待されています。

③　OECD（経済協力開発機構）公表のデータ（2014年３月７日）によると、男性の労働時間（15～64歳、一日当たりの平均時間）が日本は375分と加盟国中最長で、最短のフランス（173分）の２倍以上となっています。
一方、女性の家事労働（15～64歳、一日当たりの平均時間）については、日本は男性の4.82倍（男性62分、女性299分）で、韓国と日本が突出して最下位を争っています。女性の睡眠時間（15～64歳女性、一日当たりの平均時間）では、日本は456分と加盟国中最短、また、16歳未満の子を持つ25～44歳の男女のフルタイム労働者の平均賃金を男性100としてみた場合、日本は女性が39となっており、加盟国中最低位となっています。
④　男女の賃金格差は、「2013年版働く女性の実情」（厚生労働省）によると、所定内給与額で正社員・正職員は男性100に対して、女性74.0（前年73.4）、正社員・正職員以外については80.2（同80.0）となっており、前年に比べ格差は縮小傾向にあるものの、依然としてOECD加盟国中最低ランクです。
⑤　国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（夫婦調査）」によると第一子出産後の女性の継続就業は2005-2009年時点で38％と、データのある1985年以降ほとんど変わっていません。出産により６割を超す女性が退職していることは、子どもを育てながら就業を継続する社会的基盤の整備が弱く、いまだ社会が「女性は出産したら家庭に入る」という前提に成り立っており、依然として固定的性別役割分担意識が根強く残っているといえます。
⑥　2014年版「高齢社会白書」によると、日本は65歳以上人口が25.1％と過去最高を更新し、４人に１人が高齢者という社会に突入しています。持続可能な社会を構築するためにも就業可能な人材が出産・育児・介護のために家庭に入らざるを得ない状況は極めて憂うべき事態です。国は、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進などに取り組んでいますが、介護支援制度の充実とあわせ、働きつづけられる職場環境を整備していくことが必要です。

⑦　選択制夫婦別姓制度をもとめた国内における議論は、超党派議員により民法改正案が提出され続けていますが、廃案と再提出を繰り返している状況です。婚姻後の姓を変えることにより、仕事上の個人の同一性の確認が難しくなったり、旧姓での身分証明が困難になるなどの問題があります。自治体では旧姓使用のルール化を図り、実態として旧姓使用を可能としているところもありますが、事実婚の場合は法律婚と比べて所得税の配偶者控除や遺産相続の対象にならないなどの不利益があります。
　　婚姻はきわめて個人的な領域であり、する/しないを含めて、あくまで個人の選択肢の一つであることが大前提です。そのうえで婚姻の形態の違い（法律婚か否か）により不平等な取り扱いを被っていることは問題です。

　　自治労の2011単組調査によると、職場での旧姓使用が可能な単組は207、要求していない単組が628となっていることから、引き続き使用可能に向けた取り組みが必要です。
⑧　近年、行政改革や機構改革などによって、男女平等を担当する自治体の部署が別目的のセクションに改組されるなどの傾向が見られます。国の男女共同参画推進が内閣府におかれているように、地域における男女平等政策もセンターラインにおいて推進されなくてはいけません。これまで築きあげてきたことを後退させない取り組みが求められています。
⑨　総務省労働力調査（2014年12月）によると、非正規労働者は2,016万人（前年同月比49万人増）となっています。男女別にみると、全体の７割弱が女性です。
　　また、2013年の男性の正規雇用労働者は78.8％、非正規雇用の労働者は21.2％であるのに対し、女性の正規雇用労働者は44.2%、非正規雇用の労働者は55.8％と非正規雇用が正規雇用を上回っています。非正規労働者の増加が、男女間賃金格差をさらに大きく広げています。また、生活保護受給世帯・受給者は160万世帯・215万人超（2014年４月）と、格差が一層広がっています。これらの厳しい状況は女性により大きく影響を与えており、厚生労働省国民生活基礎調査（2013年）によると、ひとり親世帯の54.6％が「貧困」の状況にあるとされています。同調査によると、ひとり親世帯のうち約90％が母子家庭であり、貧困状況にあるとされるうちの多くが母子家庭であることが推察されます。
（３） 自治労の取り組み
①　自治労は1990年第58回定期大会において、「代議員の２割を女性に割り当てることをめざす」ことを決定し、組織的に女性参画を進めることを方針化しました。その後、組織強化計画への反映行い、1995年第64回定期大会で決定された「男女がともに担う自治労計画（第１次）」において、中央執行委員の女性比率や代議員・中央委員の女性比率の向上、人材育成、要求ガイドブックの作成などを進めてきました。
②　2001年第71回定期大会において「男女がともに担う自治労第２次計画」を決定し、数値目標を30%に引き上げ、男女平等課題を産別統一闘争として労働組合、職場、地域トータルでの男女平等に取り組むことを方針として掲げました。６月は政府が男女共同参画週間、男女雇用機会均等月間を設定していることから､労働組合内にとどまらない運動とすべく自治労も６月の取り組みとして運動展開を図ってきました。
③　2006年第78回定期大会において「男女がともに担う自治労第３次計画」を決定し、第２次計画で掲げた女性比率30%の数値目標を継続課題とするとともに、セクシュアル・ハラスメントの取り組みを盛り込んでいます。また同計画期間中に、新たに「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」が政府によって推進されることとなり、男女平等産別統一闘争等での課題として取り組んできました。

④　これまで10年にわたる、「男女平等産別統一闘争」の取り組み成果を踏まえ、2014-2015年度自治労運動方針において、男女平等課題について、通年課題として全単組で取り組むこと、また６月を「男女平等月間」とし、「男女平等推進闘争」を産別統一闘争として取り組むことが決定されました。今年は新たな闘争の１年目となります。これまでも取り組んで来た単組は引き続き、初めて取り組む単組も男女平等月間に、なにかひとつ男女平等の課題に取り組むことが重要です。

⑤　男女間のあらゆる差別を明らかにし、男女平等な職場・地域・組合を確立するためには、差別を可視化する必要があります。このため、自治労では「自治労版ジェンダー監査の取り組み」について提起をしています。課題掘り起こしのため、引き続きジェンダー監査に取り組む必要があります。
⑥　自治労の男女平等参画の進捗をはかる代表的指数ともいえる、機関会議の女性代議員数について、2013年８月の第86回定期大会（大阪）で26.6％、2014年１月の第146回中央委員会においては22.6％でした。また第86回大会で信任された本部中央執行委員については、32人中女性６人、18.8％です。第４次計画で掲げる女性代議員の目標30％にはあと少し及びません。
⑦　近年、組織人員は減少傾向に歯止めがかからず、第11回組織基本調査（2012年６月実施）では組織人員が819,092人と前回比45,773人の減少、正規職員の組織率も1.3ポイント減少の70.7％でした。一方で女性組合員の増加傾向は続いており、今回調査では370,180人、1.0ポイント増加の45.2％が女性組合員でした。雇用形態別でみると、正規職員における女性の比率は43.2％、臨時・非常勤等職員については81.0％に上っています。人員削減により正規職員から臨時・非常勤等職員へのおきかえが進んでいること、そしてその大多数を女性が占めていることを如実に表しています。
⑧　自治労本部は第85回臨時大会にて「女性専従役員配置交付金制度」を提案し承認されました。この制度は県本部・単組運動への女性組合員の参画率の向上による組織強化を目的としたものであり、組合への女性の一層の参画と女性役員の育成が自治労の組織強化に欠かせないという認識のもと制定されました。各県本部での積極的な活用と、組織をあげた女性役員の育成の取り組みが重要です。
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